
基本目標１　教育・保育、地域の子育て支援の総合的な提供

整
理
番
号

施
策
番
号

取組・事業 指標

25年度
末

実績値
（参考）

31年度末
目標値

（地域子ども・子
育て支援事業は各
年度の確保数）

28年度
末

実績値
28年度の取組状況

達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 29年度の取組予定 担当課

1 1
施設型給付・
地域型保育給
付

満３歳未満の子
どもの保育利用
率

－ 50% 50%
新たな施設の認可などにより、
受け入れ枠を拡大した。

100% Ａ
年度途中に発生する待機
児童への対策

３歳未満受け入れ拡大事業な
どを実施する。

子ども育成課

2 2 休日保育事業 実施施設数 ６施設 ６施設
１０
施設

利用実績は、５施設で2,407人が
利用した。

166.6% Ｓ － 引き続き実施する。 子ども育成課

3 3
公立保育所の
民間移行

民間移行数 ２施設 ３施設 ３施設
Ｈ28.4.1付けで３施設を民間移
行した。

100% Ｓ － － 子ども育成課

4 4
へき地保育所
の運営の安定
化

へき地保育所入
所児童数

５９人 - ５４人

特例として給付を受け運営しつ
つ、小規模保育事業への移行な
ど、今後の施設のあり方につい
て関係者と協議を行った。

 － －

特例としての給付が継続
するか保証がない。ま
た、運営委員会への委託
という運営形態が安定性
に欠ける。

引き続き小規模保育事業への
移行など、今後の施設のあり
方について関係者と協議を行
う。

子ども育成課

5 5
認定保育施設
助成事業

認定保育施設総
定員に対する総
入所児童数の割
合

65.0％ 65.0% 65.0%

対象となる１施設定員20人のう
ち、H29年3月1日時点で13人に助
成した。なお、対象施設は、年
度末で全て認可外保育施設へ移
行した。

100% Ｓ －
新たな認定保育施設の必要性
について検討していく。

子ども育成課

6 6
保育所におけ
る教育の充実

(ニーズ調査)
保育内容に対す
る満足度

74.2％ 100% － － － － － － 子ども育成課

①研修会内容の
充実

内容の
充実

内容の
充実

内容の
充実

②幼児との交流
を行っている小
学校数

100％ 100％ 100%

 平成２８年度「第２次秋田市子ども・子育て未来プラン」進捗状況（平成２８年度末時点）

7

幼保小研修会
の充実および
幼児と児童の
交流活動の推
進

学校教育課

子どもが安心して小学校生活
を始め、自信や意欲をもって
活動することができるよう、
子どもの学びと育ちのつなが
りに配慮した指導を組織的・
計画的に行うとともに、研修
の充実を図る。

「幼保小連携研修会」「生活科
研修会」では、対象である小学
校教諭と、５１名の幼稚園教諭
および保育士が共に学ぶことに
より、幼児と児童の学びの連続
性や連携の重要性について共通
理解が図られた。
また、全ての小学校において、
小学校教諭と幼稚園教諭、保育
士との情報交換や、子ども同士
の交流活動が実施されるととも
に、スタートカリキュラムを活
用した組織的・計画的な指導が
行われた。

100%7

施策1-1　質の高い教育・保育の提供

Ｓ

子どもの発達や学びの連
続性を踏まえた幼保小連
携のあり方について、研
修会等を通して、さらに
理解を深めること。
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整
理
番
号

施
策
番
号

取組・事業 指標

25年度
末

実績値
（参考）

31年度末
目標値

（地域子ども・子
育て支援事業は各
年度の確保数）

28年度
末

実績値
28年度の取組状況

達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 29年度の取組予定 担当課

8 1
利用者支援事
業

実施箇所数 0 1 2

・子ども未来センターを拠点に
情報発信、巡回相談、子育てマ
マのプチ就活等を実施した。
・母子保健型の実施箇所とし
て、子ども健康課をその拠点と
した。

200% Ｓ
目標は達成しているも

のの、今年度は事業内容
の充実に努めていく。

庁内の関係部署および地域の
教育・保育施設や子育て支援
団体等と連携し、対象者把握
の拡大に努める。

子ども
未来センター
子ども健康課

9 2 延長保育事業 利用者数 584人 957人 1,143人

延長保育事業を実施する認可保
育所、認定こども園および地域
型保育事業に対して補助を行っ
た。

119.4% Ｓ －
引き続き需要に応じて実施す
る。

子ども育成課

利用者数：低学
年

1,024人 1,153人
1,073
人

93.1% Ａ

利用者数：高学
年

246人 671人 274人 40.8% Ｃ

ショートステイ
延べ利用者数

119人 98人 146人

保護者の疾病等の理由により、
家庭で養育を受けることが一時
的に困難になった児童につい
て、児童養護施設等において必
要な保護を行った。

148.9% Ｓ －

保護者の疾病等の理由によ
り、家庭で養育を受けること
が一時的に困難になった児童
について、児童養護施設等に
おいて必要な保護を行う。

トワイライト
延べ利用者数

1,347人 1,428人 668人

保護者の仕事等の理由により、
恒常的に平日の夜間や休日に家
庭で養育を受けることが困難に
なった児童について、母子生活
支援施設等において必要な保護
を行った。

46.7% Ｃ
事業の普及を図るため継
続して周知をすること。

保護者の仕事等の理由によ
り、恒常的に平日の夜間や休
日に家庭で養育を受けること
が困難になった児童につい
て、母子生活支援施設等にお
いて必要な保護を行う。

12 5
乳児家庭全戸
訪問事業

対象者数 2,237人 1,944人 2,123人

訪問時、育児不安の軽減と適切
な支援を行った。妊娠届出時
等、全妊婦へリーフレットを配
布し、事業PRを行った。

109.2% Ｓ
子育て家庭が孤立しない
よう、引き続き早期の訪
問指導を行うこと。

引き続き実施する。 子ども健康課

13 6
養育支援訪問
事業

訪問人数 １１人 １５人 １２人

養育支援が特に必要であると判
断した家庭に対し、養育支援を
行う者が居宅を訪問し、育児支
援および家事援助、専門的相談
を行い、適切な養育の実施を確
保した。

80.0% Ａ
養育支援員の確保と資質
向上。

養育支援が必要な家庭に対
し、対応力をつけるため養育
支援員の研修等の充実を図
る。

子ども
未来センター

新規クラブ創設に向け、社
会福祉法人などの関係団体に
働きかける。

施設整備補助金要綱を制定
し、平成30年度以降に創設す
るクラブに対する支援体制を
整備する。

子ども育成課
放課後児童健
全育成事業

3

子ども総務課
子育て短期支
援事業

4

保護者が労働等により昼間家庭
にいない児童に対し、放課後等
に適切な遊び、および生活の場
を与えて、その健全な育成を図
るため、放課後児童クラブを実
施している民営の36クラブに運
営を委託し1,347人が登録した。

新制度の実施により待機
児童の発生が見込まれ
る。

施策1-2　地域における子育て支援の充実

10

11
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整
理
番
号

施
策
番
号

取組・事業 指標

25年度
末

実績値
（参考）

31年度末
目標値

（地域子ども・子
育て支援事業は各
年度の確保数）

28年度
末

実績値
28年度の取組状況

達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 29年度の取組予定 担当課

14 7
地域子育て支
援拠点事業

延べ利用回数
52,668

回
223,019回

54,611
回

・育児不安の軽減を図るため
に、親子のふれあい広場を実施
し、ふれあい遊びや、子育て情
報の提供、子育て相談等を行っ
た。また、育児サークルや地域
で子育て支援活動を行う親子の
つどいに対して子育て相談員を
派遣し、活動を支援した。
・広場利用者の低月齢化をう
け、よちぴょんの参加者月齢よ
り下のぴよぴよ広場を試験的に
開催し、ニーズの把握に努め
た。

24.5% Ｃ

乳児や父親の対応等、参
加者のニーズを踏まえな
がら、事業内容の充実を
図っていく必要がある。

ぴよぴよ広場を試験的開催か
ら定期開催にするとともに、
ネウボラと連携を図ってい
く。

子ども
未来センター
他

幼稚園型
延べ利用人数

－

１号認定
18,986人
２号認定
242,611人

１号の
み

54,273
人

１号認定こどもの預かり保育を
実施する認定こども園と幼稚園
に対して補助を行った。

285.9% Ｓ

幼稚園型以外
延べ利用人数

10,582人 37,800人 7,227人
在宅児童を対象に認可保育所等
で一時預かりを実施した。

19.1% Ｃ

16 9 病児保育事業 延べ利用人数 730人 8,720人 2,456人
体調不良児対応型781人、病後児
対応型359人、病児対応型1,316
人が利用した。

28.1% Ｃ

安定的な運営をするため
には、保育士や看護士等
の雇用が必要であるが、
人材の確保が難しい状況
にある。

人材を確保し、安定的な運営
に取り組むよう促すととも
に、引き続き、病児保育を実
施する施設に対して補助を行
う。

子ども育成課

延べ利用人数
未就学児（緊急
対応）

98人 86人 75人 87.2% Ａ

延べ利用人数
未就学児（緊急
対応以外）

1,705人 1,580人 2,307人 146.0% Ｓ

延べ利用人数
就学児

400人 611人 473人 77.4% Ｂ

18 11 妊婦健康診査 延べ受診回数
27,186

回
29,040

回
24,663

回

平成28年度から新たに実施した
母乳育児相談の周知と併せ、広
報、ポスター等により医療機関
と連携し対象者への周知を行っ
た。

84.9% Ａ
引続き医療機関と連携し
た対象者への周知が必
要。

平成29年度から新たに実施し
た多胎用受診票の周知と併
せ、広報、ホームページ等に
より周知を行う。

子ども健康課

8

子ども
未来センター

ファミリー・
サポート・セ
ンター事業

10

１号認定の在園児および在宅
児を対象に一時預かりを実施
する施設に対して補助を行
う。

　協力会員の会員数を増やす
ために、広報掲載の機会を増
やすなど、市民への周知をは
かるとともに、引き続き現協
力会員の育成を強化する。

一時預かり事
業

子ども育成課
安定した受入体制のため
の保育士確保が課題であ
る。

15

17

　協力会員を養成する講習会を
年2回から3回へと増やすほか、
現協力会員の育成を強化した。

相互援助活動を増やすこ
と。
利用会員の希望に対応で
きる協力会員数を増やす
こと。
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整
理
番
号

施
策
番
号

取組・事業 指標

25年度
末

実績値
（参考）

31年度末
目標値

（地域子ども・子
育て支援事業は各
年度の確保数）

28年度
末

実績値
28年度の取組状況

達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 29年度の取組予定 担当課

19 12
在宅子育てサ
ポート事業

申請率 76.5％ 85.0% 84.1%

在宅で育児をしている世帯を対
象に、保護者の申請に基づき、
５つの子育てサポートプランを
利用できる「子育てサポート
クーポン券」を交付した。

98.9% Ａ

各種イベントの機会や媒
体を活用し、子育てサ
ポートクーポン券の更な
る周知を図っていく必要
がある。

・親子のふれあい広場（各種
交流イベント）においてＰＲ
に努める。
・ＳＮＳ等を活用し、積極的
に情報発信する。
・サポートプランの充実につ
いて検討する。

子ども
未来センター

20 13
保育所在宅子
育て支援事業

参画保育所数
５７
施設

６７
施設

８９
施設

認可保育施設８９施設におい
て、保育所開放や子育て相談等
の在宅子育て支援を行った。

132.8% Ｓ －
新たに認可施設となった４施
設を加え、９３施設において
引き続き事業を実施する。

子ども育成課

21 14
地域子育て支
援ネットワー
ク事業

地域主導で事業
を推進している
地域数

５地域 ７地域 ７地域

・中央市民サービスセンターの
開設に合わせ、中央地域子育て
支援ネットワーク連絡会事務局
を子ども未来センターから中央
市民サービスセンターに移行
し、７地域すべての事務局の市
民生活部への移行が完了した。
・地域子育て支援ネットワーク
代表者会議・研修会を開催し
た。

100% Ｓ －

（子ども未来センター）
地域子育て支援ネットワーク
代表者会議および研修会を開
催する。

（各市民サービスセンター）
各地域（７地域）において、
子育て支援ネットワーク連絡
会および研修会を開催する。

子ども
未来センター
各市民ＳＣ

①子育て情報誌
の発行部数

9,000部 20,000部
20,000

部

関係機関の窓口等に情報誌を設
置したほか、在宅子育てサポー
トクーポン券申請時等を活用
し、子育て家庭に配布した。

100% Ｓ

今後は、情報誌の英語表
記を正確にするなどより
わかりやすい情報提供を
図る必要がある。

関係機関の窓口および在宅子
育てサポートクーポン券申請
時を活用し、引き続き子育て
家庭へ広く配布する。

②ＨＰアクセス
件数

99,156
件

110,000
件

147,809
件

秋田市子育て情報と子ども未来
センターのＨＰにより、各種手
続き、各事業紹介、イベント情
報、育児サークル、地域の子育
て支援等の情報を提供したほ
か、子育てQ＆Aで育児相談の紹
介を行った。
・秋田市子育て情報　89,686件
・子ども未来センター58,123件

134.3% Ｓ
イベント等について、最
新情報の提供に努める必
要がある。

引き続き、各種手続き案内、
各事業紹介、イベント情報、
育児サークル、地域の子育て
支援等について、最新情報の
提供に努める。

15

子ども
未来セン
ター、
子ども総務課

子育て支援情
報の提供

22
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整
理
番
号

施
策
番
号

取組・事業 指標

25年度
末

実績値
（参考）

31年度末
目標値

（地域子ども・子
育て支援事業は各
年度の確保数）

28年度
末

実績値
28年度の取組状況

達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 29年度の取組予定 担当課

23 1
放課後児童健
全育成事業
【再掲】

利用児童数 1,270人 1,824人 1,347人

保護者が労働等により昼間家庭
にいない児童に対し、放課後等
に適切な遊び、および生活の場
を与えて、その健全な育成を図
るため、放課後児童クラブを実
施している民営の36クラブに運
営を委託し1,347人が登録した。

73.8% Ｂ
新制度の実施により待機
児童の発生が見込まれ
る。

新規クラブ創設に向け、社
会福祉法人などの関係団体に
働きかける。

施設整備補助金要綱を制定
し、平成30年度以降に創設す
るクラブに対する支援体制を
整備する。

子ども育成課

24 2
放課後子ども
教室推進事業

放課後子ども教
室数

４３
教室

４２
教室

４２
教室

全小学校区を網羅した42の放課
後子ども教室において、放課後
の子どもたちに、健全な遊びの
場と様々な体験、交流、学習の
機会を提供しながら、安全・安
心な子どもの居場所を提供し
た。

100% Ｓ －

全小学校区を網羅した42の放
課後子ども教室において、放
課後の子どもたちに、健全な
遊びの場と様々な体験、交
流、学習の機会を提供しなが
ら、安全・安心な子どもの居
場所づくりを推進する。

子ども育成課

25 3
児童厚生施設
整備事業

改修・修繕児童
館数

４３館 ４２館 ４２館 八橋児童館を改築した 100% Ｓ － － 子ども育成課

施策1-3  放課後児童対策の充実
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整
理
番
号

施
策
番
号

取組・事業 指標

25年度
末

実績値
（参考）

31年度末
目標値

（地域子ども・子
育て支援事業は各
年度の確保数）

28年度
末

実績値
28年度の取組状況

達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 29年度の取組予定 担当課

①妊婦健診延べ
受診回数

27,186
人回

29,040
人回

24,663
回

平成28年度から新たに実施した
母乳育児相談の周知と併せ、広
報、ポスター等により医療機関
と連携し対象者への周知を行っ
た。

84.9% Ａ

②産後１か月健
診受診者数

- 1,770人 1,996人

平成28年度から新たに実施した
母乳育児相談の周知と併せ、広
報、ポスター等により医療機関
と連携し対象者への周知を行っ
た。

112.8% Ｓ

27 2 両親学級

(事業アンケー
ト)
講座の平均理解
度

93.5％ 100% 97.5%

年間５回実施。妊婦とパート
ナーが子育てを共同して行うこ
とができるよう、沐浴体験学
習、助産師による公開相談、父
子健康手帳の配付、母子保健
サービスの情報提供を行った。

97.5% Ａ
継続して理解度向上に努
める。

実施回数を５回から６回に増
やして実施。体験学習の待ち
時間を利用してネウボラ面接
未実施者を対象にネウボラ面
接を実施する。

子ども健康課

28 3 妊産婦相談

(事業アンケー
ト)
不安や悩みが解
消された人の割
合

97.8％ 100% 97.8%
産前産後の不安を抱える者等

に対し、参加者同士の交流や個
別相談、情報提供を行った。

97.8% Ａ
　不安の解消に向け、事
業内容や実施方法の検討
が必要。

　対象者からの要望等を踏ま
え、回数や対象を拡大して実
施する。

子ども健康課

①乳幼児健診平
均受診率

97.4％ 100% 96.8%

幼児健診未受診者に対して、通
知を送付し受診勧奨を行った。
また、乳幼児健診未受診者に対
して電話等にて状況確認を行っ
た。

96.8% Ａ
健診の必要性を周知する
ととも未受診者に対して
受診勧奨を行っていく。

疾病の早期発見に努めるとと
もに、引き続き受診勧奨を
行っていく。

②幼児歯科健診
平均受診率

88.9％ 90.0% 88.0%

幼児健診未受診者に対して、通
知を送付し受診勧奨を行った。
また、２歳児歯科健診受診者に
対し、受診勧奨はがきを送付し
た。

97.8% Ａ
健診の必要性を周知する
とともに受診勧奨を行っ
ていく。

引き続き実施する。

30 5
経過観察クリ
ニック

対象者の参加率 86.7％ 100% 76.70%

参加者に事後電話をし、助言内
容の振り返りと参加感想を聞き
取った。欠席者に対し、電話等
にて状況確認、相談対応を行っ
た。

76.7% Ｂ
継続して申込者への連
絡、周知を行う。

欠席者への連絡を密にし、支
援が途切れてしまうことのな
いよう引き続きサポートを行
う。

子ども健康課

平成29年度から新たに実施し
た多胎用受診票の周知と併
せ、広報、ホームページ等に
より周知を行う。

施策2-1  妊産婦・乳幼児に関する切れ目のない保健対策の充実

引続き医療機関と連携し
た対象者への周知が必
要。

　基本目標２　妊娠・出産期からの切れ目のない支援

子ども健康課26

29

妊産婦健康診
査【再掲】

1

4 子ども健康課
乳幼児健康診
査
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整
理
番
号

施
策
番
号

取組・事業 指標

25年度
末

実績値
（参考）

31年度末
目標値

（地域子ども・子
育て支援事業は各
年度の確保数）

28年度
末

実績値
28年度の取組状況

達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 29年度の取組予定 担当課

①開催回数：健
康教育

４７回 ５０回 ６１回 122.0% Ｓ

②開催回数：健
康相談

４９回 ５０回 ５０回 100% Ｓ

①支援の必要な
妊産婦への訪問
実施率

100％ 100% 92.6%
支援が必要な妊産婦に対し、訪
問により必要な支援や情報提供
を行った。

92.6% Ａ

②乳幼児健診未
受診者への支援
できた割合

85.3％ 100% 100%
健康診査未受診者に対し、訪問
や電話により必要な支援や養育
状況の確認を行った。

100% Ｓ

①(事業アン
ケート)「理解
度」

99.7％ 100% 99.6%
講話や実技指導等により歯や食
事に関する具体的な指導や情報
提供を行った。

99.6% Ａ

②むし歯のない
３歳児の割合

76.0％ 82.0% 79.3%
講話や実技指導等により歯や食
事に関する具体的な指導や情報
提供を行った。

96.7% Ａ

34 9 育児相談 延べ相談人数 ３０人
現状値より

増加
２５人

毎月広報により周知を行い、相
談希望者に対し、助言指導を
行った。

83.3% Ａ
継続して周知をするこ
と。

・子育て家庭が孤立しないよ
う、引続き育児支援情報の提
供等を行う。
・相談希望者に対し適切な助
言指導を行う。

子ども健康課

35 10
秋田市親子よ
い歯のコン
クール

むし歯のない３
歳児の割合

76.0％ 82.0% 79.31%
前年度の３歳児健診において、
むし歯のなかった親子を表彰し
た。

96.7% Ａ

むし歯罹患率の低下に向
けて歯科保健に関する正
しい知識の普及啓発に向
けて引き続き事業内容の
充実に努める。

引き続き実施する。 子ども健康課

36 11
乳児家庭全戸
訪問事業【再
掲】

対象者数 2,237人 1,770人 子ども健康課

37 12
幼児フッ化物
塗布事業

２～５歳フッ化
物塗布事業平均
受診率

51.5％ 77.9% 52.4%

２歳～５歳の幼児を対象に年１
回の塗布を実施した。また、
フッ化物応用の啓発として、塗
布啓発講座を年３回開催した。

67.3% Ｂ
受診率の向上に向けて、
周知に努める。

引き続き実施する。 子ども健康課

8 子ども健康課

歯科保健に関する正しい
知識の普及啓発に向けて
引き続き事業内容の充実
に努める。

地域からの要望をテーマを取り
入れ健康教育を行い、相談希望
者に対して助言指導を行った。

引き続き実施する。

引き続き実施する。

継続して必要な者への訪
問を実施する。

引き続き実施する。

31

32

33

6 子ども健康課
健康教育・健
康相談

7 子ども健康課
母子の訪問指
導

継続して地域からの要望
を配慮して実施する。

むし歯予防教
室
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整
理
番
号

施
策
番
号

取組・事業 指標

25年度
末

実績値
（参考）

31年度末
目標値

（地域子ども・子
育て支援事業は各
年度の確保数）

28年度
末

実績値
28年度の取組状況

達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 29年度の取組予定 担当課

①キッズ・ス
テップノート活
用施設率

78.4％ 100% 86.0%

４歳児（年中児）を対象に、教
育・保育施設等を通じてノート
を配布し、施設の健康診断等で
活用した。

86.0% Ａ

②相談事業参加
者数

149人
現状値より

増加
226人

臨床心理士等による巡回相談、
発達相談、電話相談、３歳児健
診時の相談を実施した。

－ Ａ

①予防接種率：
麻しん風しん２
期

98.1％ 100% 84.1%

・個別通知による接種勧奨に加
え、未接種者への勧奨通知を
行った。
・就学時検診時に、お知らせを
配付、保育園にリーフレットの
掲示により周知を図った。

84.1% Ｂ

②予防接種率：
二種混合

84.9％ 100% 77.0%
・個別通知による接種勧奨に加
え、未接種者への勧奨通知を
行った。

77.0% Ｂ

健康管理課予防接種事業

ノートが施設での健康診
断に活用できるよう、配
布時期を考慮するとも
に、引き続き相談事業を
継続していく。

未接種者への個別通知や
広報あきたおよびホーム
ページ等で予防接種の情
報を発信する。

13 子ども健康課
幼児発達支援
事業

14

引き続き実施する。

・個別通知
・広報あきたおよびホーム
ページ等への掲載
・未接種者への通知

38

39
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整
理
番
号

施
策
番
号

取組・事業 指標

25年度
末

実績値
（参考）

31年度末
目標値

（地域子ども・子
育て支援事業は各
年度の確保数）

28年度
末

実績値
28年度の取組状況

達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 29年度の取組予定 担当課

40 1 離乳食教室

(事業アンケー
ト)
「不安や心配事
が解消された
人」の割合

95.2％ 100% 94.0%

講話や試食等により月齢に適し
た離乳食の進め方や育児、歯に
関する具体的な指導や情報提供
を行った。

94.0% Ａ
不安の解消に向け、事業
内容や実施方法の検討が
必要。

助産師や保健師を増員し、育
児相談の充実を図る。

子ども健康課

41 2 幼児食教室

(事業アンケー
ト)
「不安や心配事
が解消された
人」の割合

75.9％ 100% 82.0%
体験学習や運動実技指導等によ
り食事や歯に関する具体的な指
導や情報提供を行った。

82.0% Ａ
不安の解消に向け、事業
内容や実施方法の検討が
必要。

対象年齢や定員および実施回
数を見直し実施する。 子ども健康課

42 3
マタニティ食
生活講座

(事業アンケー
ト)
「不安や心配事
が解消された
人」の割合

95.3％ 100% 94.3%
講話や試食等により食事や歯に
関する具体的な指導や情報提供
を行った。

94.3% Ａ

妊婦相談の充実を図ると
ともに、家族への教育方
法および内容について検
討する。

名称を食生活学級とし、産
前・産後サポート事業へ移行
し実施する。

子ども健康課

43 4
保育所の給食
を通した食育
支援

(事業アンケー
ト)
食育やアレル
ギー対応など食
育支援の満足度

- 100% － 事業アンケート未実施 － － － － 子ども育成課

44 5
保育所調理師
クッキング教
室の実施

開催回数(年間) ３回 ２回 ３回
３回実施し、親子２６組の参加
があった。

150.0% Ｓ －
引き続き実施回数３回、各回
の募集組数１０組で実施す
る。

子ども育成課

①食育に関する
学校訪問数

９校 １０校 ９校 90.0% Ａ

②食育にかかる
教職員研修会の
講座数

２講座 ３講座 ４講座 133.3% Ｓ

6 学校教育課
学校等におけ
る食育の推進

各教科等の学習、学校給食、
家庭生活におけるそれぞれの
取組を関連付けながら、食育
をとおして身に付けさせたい
力の定着を図ることができる
よう、学校訪問や研修を通し
て周知に努める。

施策2-2  食育の充実

食育担当指導主事による学校訪
問を９校（小学校７校、中学校
２校）行い、食育について指
導、助言を行った。
また、「栄養教諭・学校栄養職
員研修会」「食育研修会」等の
研修会を通して、関係教職員の
資質・能力の向上に努めるとと
もに、食育に関する公開研究会
等において取組の成果を発信す
ることにより、指導のあり方に
ついて、全小・中学校で共通理
解が図られた。

計画的な学校訪問を継続
すること。

45

－9－



整
理
番
号

施
策
番
号

取組・事業 指標

25年度
末

実績値
（参考）

31年度末
目標値

（地域子ども・子
育て支援事業は各
年度の確保数）

28年度
末

実績値
28年度の取組状況

達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 29年度の取組予定 担当課

46 1

市立秋田総合
病院における
小児科初期診
療部門の周知

(ニーズ調査)
市立病院小児科
初期診療部門の
認知率

90.9％ 95.0% －

小児科救急外来について、秋田
市子育て情報誌や母子手帳、秋
田市オリジナル父子手帳等に掲
載し、周知を行った。

－ － 事業の周知を図る。
引き続き、秋田市子育て情報
誌や母子手帳、秋田市オリジ
ナル父子手帳等に掲載する。

子ども総務課

47 2
未熟児養育事
業（医療の給
付）

申請に基づき給付

申請に
基づき
給付

(109人)

申請に基づ
き給付

申請に
基づき
給付

(107人)

母子保健法第20条に基づき、入
院が必要となる未熟児に、適正
な医療費の給付を行った。

100.0% Ｓ 事業の周知を図る。
引き続き、適正な給付を行
う。

子ども健康課

48 3
小児慢性特定
疾病支援事業

申請に基づき給付

申請に
基づき
給付

(357人)

申請に基づ
き給付

申請に
基づき
給付
（405
人）

平成27年１月施行の児童福祉法
の一部改正による新たな医療費
助成制度に基づき、小児慢性特
定疾病に罹患している18歳未満
（継続の場合は20歳到達まで）
の児童等に対し、適正な医療の
給付を行った。

100.0% Ｓ 事業の周知を図る。
引き続き、適正な給付を行う
とともに、医療機関等を通じ
て事業の周知を図る。

子ども健康課

施策2-3  小児医療等体制の充実
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整
理
番
号

施
策
番
号

取組・事業 指標

25年度
末

実績値
（参考）

31年度末
目標値

（地域子ども・子
育て支援事業は各
年度の確保数）

28年度
末

実績値
28年度の取組状況

達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 29年度の取組予定 担当課

49 1

動物とのふれ
あいや飼育体
験等の機会の
提供

「入園者数」に
対する「体験学
習・職場訪問、
なかよしタイ
ム、ふれあい教
室の参加利用者
と教職員等研修
者数」の割合

19.8％ 16.4% 15.3%
夜の動物園やイベントのＰＲ等
により、来園者と動物がふれあ
う機会の増加を図った。

93.0% Ａ
各プログラムのＰＲおよ
びその手法の検討

通常開園におけるプログラム
のＰＲ
夜の動物園・雪の動物園の実
施
平日におけるプログラムの内
容充実

大森山動物園

50 2

社会教育施設
を活用した体
験活動機会の
提供

延べ参加者数
12,256

人
13,000人

13,963
人

家庭、地域、学校、社会教育施
設が連携し、遊び、スポーツ、
レクリエーション等を通じた活
動により、子どもたちに様々な
体験活動の場を提供し、健全育
成を図った。

107.4% Ｓ
魅力ある体験活動事業の
創出に努める。

家庭、地域、学校、社会教育
施設が連携し、遊び、スポー
ツ、レクリエーション等を通
じた活動により、子どもたち
に様々な体験活動の場を提供
し、健全育成を図る。

生涯学習室

51 3
保育士体験事
業の受入れ

参画施設数 １２施設 ６７施設 ８施設

公立保育所においては、市内の
小中学校および高校8施設から53
名を受け入れた。
私立保育所等については、実績
を調査していないため不明。

11.9% Ｃ
参加者数を増やし、前年
度以上の参加者数を目指
す。

引き続き実習、体験学習等の
希望がある施設を受け入れ
る。

子ども育成課

各校の取組状況
を確認し、①～
③を継続実施す
る。

①中学校文化
フェスティバル

②中学生サミッ
ト

③学校群合同体
験活動

　基本目標３　次代を担う子ども・若者の育成支援の充実

4 学校教育課100％ Ｓ100.0%100%
「はばたけ秋
田っ子」教育
推進事業

100%

①応募があった全てのポスター
作品を展示するとともに、各校
の特色を生かした発表が行わ
れ、中学生が活躍する姿を市民
に直接見てもらう良い機会と
なった。
②地域の方と共に行う挨拶運動
やクリーンアップ活動など、各
校独自の地域貢献活動が進めら
れた。
③１１グループ延べ３９校（小
学校２９校、中学校１０校）で
交流が行われたことにより、学
校の枠を超えて人間関係が広が
り、社会性をはぐくむ機会と
なった。

今後も学校の枠を超えた
取組の充実に努めるこ
と。

①フェスティバルのポスター
募集を実施するとともに、各
校の特色を生かしたステージ
発表を行う。
②地域に貢献する子ども主体
の活動等に取り組む。
③１０グループ延べ３６校
（小学校２６校、中学校１０
校）で実施する。

施策3-1  子どもの生きる力の育成に向けた教育環境等の整備
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評価 目標達成に向けた課題 29年度の取組予定 担当課

53 5
子どもの読書
活動の推進

０歳～１８歳の
年齢人口に対す
る登録者の割合

13.0％ 15.0% 8.5%

子どもと保護者が対象の事業開
催時に利用登録を呼びかけた。
また、小・中学校に対して公共
図書館の資料活用を呼びかけ
た。

56.7% Ｂ
実績値の減少について、
対応策を検討し実施す
る。

ブックスタート事業などの子
どもと保護者が参加する事業
で利用登録を呼びかける他、
学校図書館サポーターが学校
でかぞくぶっくぱっく事業の
周知をすることで子どもの興
味を喚起し、利用登録を促進
する。

中央図書館明徳館

54 6
子ども読書活
動推進事業

市立小中学校全
校で図書室の整
理および児童生
徒の調べ学習へ
の協力

100％ 100% 100％

市立全小・中学校に、学校図書
館サポーターを派遣し、学校図
書館の整理、授業や調べ学習へ
の支援、選書体験事業、団体貸
出等を実施した。

100% Ｓ

学校図書館サポーターは
学校の職員との情報交換
を丁寧に行い、活動に反
映させる。

引き続き市立全小・中学校に
学校サポーターを派遣し、学
校の職員と連携して学校図書
館の整理、授業や調べ学習へ
の支援を行う。また、サポー
ターの研修を実施すると共
に、学校図書館担当者の研修
に協力する。

中央図書館明徳館

55 7
ブックスター
ト推進事業

年間延べ開催回
数

７３
回

３００
回

１７９
回

図書館と公立保育所において、
絵本およびブックスタートマ
ニュアル本等を収納したブック
スタートパックを配布するとと
もに、職員が絵本の読み聞かせ
を行った。２８年度は８３７組
にブックスタートパックを配布
した。

59.7% Ｂ
参加者数を増やし、前年
度以上の参加者数を目指
す。

２９年度より開催会場とし
て、各市民サービスセンター
子育て交流ひろばと子ども未
来センターが追加となり、参
加者の増が見込まれる。

子ども育成課

56 8
精神保健福祉
相談・教育事
業

相談件数・参加
者数

2,737件
現状値より

増加
2,970件

心の健康の保持に係る相談に
応じ、正しい知識や対処方法に
ついて助言･指導をした。また、
若者の心理に関する研修会、心
の健康に関する若者向けパンフ
レットの配布を行った。

108.5% Ｓ

早期に相談につながる
よう、今後も相談窓口の
周知を図り、相談しやす
い体制を整える必要があ
る。

引続き広報等で相談窓口の
周知を図るとともに、試行的
にサービスセンターでも臨床
心理士による「こころのケア
相談」を開催する。

健康管理課

57 9
スクールカウ
ンセラー配置
事業

適切な相談活動 100％ 100% 100%

専門的な視点からの助言を児童
生徒への対応へ生かすことによ
り、子どもの心理的な安定が図
られるなど、良好な変容が見ら
れた。

100% Ｓ

小学校と中学校との情報
交換や連絡調整を通し
て、小学校での活用を促
すこと。

専門的な視点からの助言を、
児童生徒への具体的対応へ生
かすことができるよう努め
る。

学校教育課

58 10
「心の教室相
談員」配置事
業

適切な相談活動 100％ 100% 100%

生徒や保護者が不安や悩み事を
気軽に相談できる雰囲気が醸成
され、適切な相談活動が行われ
た。

100% Ｓ

生徒指導だより等を活用
した自校および学区の小
学校の保護者へのＰＲを
すること。

生徒や保護者が、安心して相
談できるよう、第三者的な存
在として相談活動に努める。

学校教育課
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番
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末

実績値
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評価 目標達成に向けた課題 29年度の取組予定 担当課

59 11 思春期講座 講座実施回数 ２回 ２回 ２回
学校と連携し、小学校１校、中
学校１校に対して実施した。

100.0% Ｓ
事業が継続できるよう、
小中学校と連携を図る。

小学校１校、中学校１校で実
施予定。

子ども
未来センター

60 12
小学校フッ化
物洗口事業

１２歳児１人あ
たりのむし歯本
数

1.5本 1.2本 0.7本

秋田市立小学校41校（分校を除
く。）で週１回、フッ化物洗口
を実施した。
・参加児童数12,993人（在籍児
童の90.4％）
・１校当たりの平均実施回数
32.8回

100% Ｓ

フッ化物洗口の効果を明
らかにするため、洗口の
有無とむし歯との関係に
ついての中・長期的な
データ収集が引続き必
要。

継続して実施する。 学事課

61 13
小・中学校情
報教育環境の
整備

教育用コン
ピューター１台
あたりの児童生
徒数

7.8人 6.5人 7.8人 小学校10校へ295台の教育用コン
ピューターを配布した。

83.3% Ａ
目標達成に向け、今後も
事業を継続していくこと
が必要と考えられる。

小学校２校、中学校11校へ教
育用コンピューターを配布予
定

学事課

①学習指導にか
かる学校訪問数

全市立
小中学

校

全市立小中
学校

全市立
小中学

校

②学習指導にか
かる教職員研修
会の実施

100％ 100% 100%

63 15
学校評議員活
用事業

１校あたりの活
用回数

4.2回 4.2回 4.9回

各校とも、有識者、関係機関団
体・地域代表、保護者等からな
る学校評議員による会議をも
ち、学校の実情に応じた話合い
が行われた。

116.7% Ｓ

家庭や地域が学校と一体
となって教育を推進でき
るよう、学校評議員の活
用について働きかけるこ
と。

学校と地域の絆が一層深まる
よう、会議を充実させるとと
もに、学校関係者評価の実施
に当たり、学校評議員を活用
する。

学校教育課

64 16
通学区域の弾
力化

適正処理率 100％ 100% 100%
指定学校変更申立申請（631件）
を受付し、適正に処理した。

100% Ｓ －

就学に関する相談を随時実施
し、児童生徒ならびに心身の
安全確保などに極力配慮し
て、通学区域制度を弾力的に
運用していく。

学事課

学校教育課14
学校訪問指
導、教職員研
修会の充実

「秋田市学校教育の重点」に示
す確かな学力をはぐくむ「めざ
す授業のイメージ」に基づき、
指導、助言を行った。
また、教職員研修においては、
授業力向上を目指し、体験型、
問題解決型の演習を行うなど、
内容の充実を図った。

100% Ｓ

①継続的な支援を充実さ
せること。
②研修内容をさらに充実
させること。

①全市立小・中学校を訪問
し、各校の支援に努める。
②教職員の指導力向上にかか
る研修の充実を図る。

62
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番
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評価 目標達成に向けた課題 29年度の取組予定 担当課

65 1
児童家庭相
談、女性相談

相談件数 4,625件 4,850件 7,830件
相談窓口の周知に努め、適切か
つ丁寧に対応することにより、
相談の継続につなげた。

161.4% Ｓ
相談窓口の周知と、相談
員の対応力の向上のため
の研修会の確保。

ＳＮＳ等の利用や街頭キャン
ペーンなど引き続き相談窓口
の周知に努めるとともに、相
談員研修会も実施していく。

子ども
未来センター

66 2
家庭教育相談
事業

相談件数 928件 1,000件 536件

乳幼児期の心身の発達（しつ
け、ことば、情緒、社会性な
ど）や在学少年の家庭教育上の
相談に対し、電話と面接により
アドバイスを行った。

53.6% Ｂ

少子化の影響により、相
談者が減少傾向にあるこ
とから、事業の周知に努
める。

乳幼児期の心身の発達（しつ
け、ことば、情緒、社会性な
ど）や在学少年の家庭教育上
の相談に対し、電話と面接に
よりアドバイスを行う。

生涯学習室

67 3 乳幼児学級等 延べ参加者数 3,546人 3,600人 3,069人

乳幼児とその保護者を対象に、
交流を深めながら子育てや家庭
教育のあり方について学習する
機会を提供した。

85.3% Ａ

共働き世帯の増加や少子
化の影響により、乳幼児
学級などの参加者が減少
傾向にあることから、開
催時期や開催時間等を工
夫する必要がある。

乳幼児とその保護者を対象
に、交流を深めながら子育て
や家庭教育のあり方について
学習する機会を提供する。

生涯学習室

68 4 家庭教育学級
市民サービスセ
ンター等におけ
る実施回数

６５回 ７０回 38回

子どもを持つ親や祖父母を対象
に、親子や家族のふれあいの大
切さや子どもの健全育成等につ
いて学習する機会を提供した。

54.3% Ｂ
事業の内容を工夫する必
要がある。

子どもを持つ親や祖父母を対
象に、親子や家族のふれあい
の大切さや子どもの健全育成
等について学習する機会を提
供する。

生涯学習室

69 5
親のためのセ
ミナー

延べ参加者数 ７７人 ８０人 ５５人

子育て・親支援プログラム
「ノーバディズ・パーフェク
ト」により、情報交換しながら
自分らしい子育てについて学習
する機会を提供した。

68.8% Ｂ
事業の内容や周知方法を
工夫する必要がある。

子育て・親支援プログラム
「ノーバディズ・パーフェク
ト」により、情報交換しなが
ら自分らしい子育てについて
学習する機会を提供する。

生活総務課

70 6
放課後子ども
教室推進事業
【再掲】

児童育成クラブ
の活動回数

2,637回 2,772回 2,197回

児童育成クラブは、38の子ども
教室で522名の会員が、子ども教
室行事の手伝いや日常の子ども
たちの活動の見守りなど、2,197
回の活動を行った。

79.3% Ｂ

会員の高齢化やなり手が
いないなどの課題もあ
り、児童館運営委員会や
児童育成クラブ世話人連
絡協議会と協議しなが
ら、協力体制の整備に努
めていく必要がある。

子ども教室行事の手伝いや日
常の子どもたちの活動の見守
りなど、子ども教室の有力な
サポーターとしての役割を果
たす。

子ども育成課

71 7
子ども会世話
人の活動支援

組織率 74.1％ 80.0% 73.8%

子ども会相互の交流を促進する
とともに地域団体等との連携に
より様々な体験活動の機会を創
出する秋田市子ども会育成連絡
協議会の存続を支援した。

92.3% Ａ
児童数の減少に伴い、子
ども会を解散する町内会
等が増えている。

子ども会相互の交流を促進す
るとともに地域団体等との連
携により様々な体験活動の機
会を創出するため、秋田市子
ども会育成連絡協議会を支援
していく。

子ども育成課

施策3-2  家庭や地域の教育力の向上
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72 8
子ども会活動
の表彰

表彰団体等数 ４ ９ 2

子ども会表彰の推薦を、子ども
会活動が盛んとなる長期休みの
時期を勘案し、１２月に秋田市
子ども会学区長に推薦依頼を実
施した。

22.2% C

年々会員数や行事等が少
なくなってきており、そ
れに伴って表彰の推薦が
減ってきている。

秋田市子ども会学区長に対
し、子ども会の推薦を積極的
に依頼する。

子ども育成課

73 9
世代間交流事
業

延べ参加者数 1,597人 1,600人 1,220人
餅つきや昔遊び、伝承活動など
の体験を通して、子どもと高齢
者がふれあう機会を提供した。

76.3% Ｂ
事業の内容や周知方法を
工夫し、参加者増に努め
る。

餅つきや昔遊び、伝承活動な
どの体験を通して、子どもと
高齢者がふれあう機会を提供
する。

生涯学習室

74 10
老人保健福祉
月間における
小学生の取組

作品応募数

３小学
校から
６８作

品

３小学校か
ら

６０作品

７０
作品

外旭川小学校、土崎南小学校、
浜田小学校の３校に対し標語の
募集を行い、第一席１作品、入
選９作品を選出した。また、標
語を掲載したポスター、リーフ
レットを作成・配布し、老人保
健福祉月間のＰＲを行った。

100% A
老人保健福祉月間の周知
を図るため、継続してＰ
Ｒをすること

引き続き市内３小学校から標
語の募集を行う。また、広報
等を通じて老人保健福祉月間
のＰＲを図る。

長寿福祉課

75 11
幼児スポーツ
教室

参加施設数(幼
稚園・保育所
等)

４４施設 ４６施設
４６施

設

10月から12月まで、計10回の教
室を実施した。28年度から教室
を委託し、前年度のアンケート
から好評を得たトランポリンを
継続して実施した。

100.0% Ｓ

教室の開催が10月から12
月の寒い時期であること
から、幼稚園関係者か
ら、もう少し早い時期に
開催ができないものかと
の要望があり、施設の空
き状況も含め検討を要す
る。

幼児たちが様々なスポーツを
体験することで、その楽しさ
を実感できるプログラムによ
る教室を引き続き実施する。

スポーツ振興課

76 12

総合型地域ス
ポーツクラブ
の設立支援と
育成

総合型地域ス
ポーツクラブ数

１４
クラブ

２３
クラブ

１６
クラブ

本市が主催する各種スポーツ教
室の開催にあたり、総合型地域
スポーツクラブへ講師を依頼
し、連携した取組を行った。

69.6% Ｂ

地域の課題解決も視野に
入れた「新しい公共」を
担うコミュニティーの拠
点としての役割や、学校
における体育・運動部活
動の充実をはかる必要が
あり、学校との連携が重
要となる。

各種スポーツ教室を一括して
委託することにより、幼児か
ら高齢者まで、幅広い年代層
のスポーツに関するニーズを
直接聞くことで、総合型地域
スポーツクラブの課題解決の
ためのノウハウを習得させ、
新たなクラブの設立に向けた
取り組みを促進する。

スポーツ振興課

77 13
スポーツ少年
団の育成・支
援

スポーツ少年団
への加入率

25.1％ 26.0% 25.3%

スポーツ少年団本部と連携をし
て、年２回のスポーツ少年団の
づどいを開催するなど、普段の
団活動では体験できないスポー
ツにチャレンジした。

97.4% Ａ

少子化に伴い、団員数も
減少傾向にあり、単一学
校では、存続でない種目
（団活動）がある。

年２回のスポ少のつどいは、
継続して実施する。
また、存続ができない団につ
いては、隣接する学校などと
合同による大会参加を認める
ことにより、子どもたちが、
自分好きなスポーツを続けら
れるよう配慮する。

スポーツ振興課

整
理
番
号

施
策
番
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取組・事業 指標
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実績値
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達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 29年度の取組予定 担当課
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78 14
学校体育施設
の開放事業

スポーツ少年団
の年間利用者数

399,502
人

410,000
人

363,585
人

効率的な利用を促進し、多くの
スポーツ少年団が、身近な学校
体育施設を活用し、健康と体力
づくりに取り組めるよう努め
た。

88.7% Ａ

上記のとおり団員数の減
少にあるが、団活動に特
化することなく、世代を
越えた地域の人とふれ合
うことにより、生涯ス
ポーツ社会の実現に向け
た地域の絆づくりを推進
する必要がある。

団活動はもちろんのこと、ス
ポーツ推進員の協力による開
放日のスポーツ教室に参加を
促すなど、地域ぐるみでス
ポーツに親しめるよう支援す
る。

スポーツ振興課

79 15
民生委員・児
童委員活動推
進事業

相談件数(子ど
もに関するこ
と)

5,126件 5,151件 5,588件

民生委員・児童委員の資質向上
のため、新任、中堅等の研修を
随時実施した。また、市民向け
の広報活動を実施し、民生委
員・児童委員に対する理解促進
と周知に努めた。

108.5% S

今後も民生委員への各種
研修などを通して、より
活発な委員活動の推進を
支援する。また、民生委
員・児童委員、主任児童
委員の理解を深めるた
め、ＰＲ活動等を継続し
て実施する。

資質向上のための各種研修な
どを通じた民生委員・児童委
員活動の支援、市民向けの広
報活動を継続して実施し、子
どもに関する相談支援の充実
を図る。

福祉総務課
地域福祉推進
室
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整
理
番
号

施
策
番
号

取組・事業 指標

25年度
末

実績値
（参考）

31年度末
目標値

（地域子ども・子
育て支援事業は各
年度の確保数）

28年度
末

実績値
28年度の取組状況

達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 29年度の取組予定 担当課

80 1
情報モラル指
導の充実

適切な資料の提
供

適切な
提供

適切な提供
適切な
提供

「情報教育主任研修会」等の研
修会や「ＬＩＮＥ等によるネッ
トトラブルの未然防止に向けた
協議会」などを通して、資料の
提供に努めた。

100% Ｓ
日々変化するネット環境
に応じた指導資料の提供
に努めること。

「情報教育主任研修会」等の
研修会や「ＬＩＮＥ等による
ネットトラブルの未然防止に
向けた協議会」などを通し
て、継続的な資料の提供に努
める。

学校教育課

81 2 環境浄化活動 巡視回数 ６１回 ６０回 ５６回
地区少年指導委員会が、それぞ
れの地域の実情に応じた巡視活
動を実施した。

93.3% Ａ
地域における有害環境の
情報収集が必要。

有害環境の情報収集のため、
関係機関・団体等との連携を
強化し、情報を共有しなが
ら、環境浄化活動を実施す
る。

少年指導センター

82 3 街頭巡回指導 巡回指導回数 １０９回 １１０回
１０２

回

毎月の定例巡回のほか、観桜会
や竿燈などの本市のイベントに
合わせて実施する特別巡回、ま
た、各地域における祭典や学校
行事などでの地区巡回を実施し
た。

92.7% Ａ

地区巡回は、地区の状況
により実施回数にばらつ
きがあるので、各地区少
年指導委員会との情報交
換の場において、状況を
報告するなど、理解を求
める。

定例、特別、地区巡回は継続
実施
定例巡回は、駅前周辺店舗の
状況から。巡回経路を見直す
などの措置を講ずる。

少年指導センター

83 4 少年相談活動 わかくさ相談電話件数 ４７件 ５０件 ３９件

相談専用電話により、少年に関
わる様々な悩みや心配ごとに対
し、専任の相談員が対応したほ
か、来所相談にも応じた。

78.0% Ｂ
相談電話の更なる周知が
必要

PRグッツの活用や新聞、広
報、SNSなどにより引き続き
PRに努める。

少年指導センター

84 5
青少年健全育
成広報活動

広報啓発回数 １回 １回 １回
少年指導センターだより「わか
くさ」第１３号を発行した。

100.0% Ｓ －
少年指導センターだより「わ
かくさ」第１４号を発行す
る。

少年指導センター

85 6
地区少年指導
委員会活動

研修会の回数 １１回 １４回 ９回

地区指導委員会が主体となった
研修会を開催したほか、各地区
の関係機関・団体との連携・協
力体制の強化に努めた。

64.2% Ｂ
各地区において、取り組
みに対する考え方に温度
差がある。

引き続き関係機関・団体連携
との強化を図る。く。

少年指導センター

施策3-3  青少年健全育成活動の推進
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整
理
番
号

施
策
番
号

取組・事業 指標

25年度
末

実績値
（参考）

31年度末
目標値

（地域子ども・子
育て支援事業は各
年度の確保数）

28年度
末

実績値
28年度の取組状況

達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 29年度の取組予定 担当課

86 1
若年者就業支
援事業

高校生就職率 99.5％ 99.9%

100.0%

（28.3
卒

28.6月
末現
在）

ハローワーク秋田管内におけ
る高校１年生から３年生を対象
に、就職支援講座を計３５回開
催し、就職・雇用情勢の理解や
職業意識の醸成に取り組んだ。

100% Ｓ

・高校の就職指導の担当
教師や受講者である高校
生、委託業者など現場の
ニーズを適切に捉える。

有効求人倍率が上昇傾向にあ
るなか、新規高校卒業者の県
内就職希望率は年々増加傾向
にあることから、より適切な
就職マッチングを支援し地元
定着を進めていく。

企業立地雇用
課

87 2
若年者正規雇
用促進事業

正規雇用転換者
数

- ２０人 １２人

国のキャリアアップ助成金
（正規雇用等転換コース）の支
給決定事業所に対し当該制度の
周知に努めたほか、企業訪問な
どを行い事業のＰＲを行った。

60.0% Ｂ
・２７年度中の正規雇用
転換分をもって認定が終
了となる。

平成２８年度からアンダー３
５正社員化促進事業を実施し
ているところであり、今後も
制度の活用を働きかけるとと
もに、さらなる制度の拡充に
ついて検討するなど、引き続
き、正規雇用転換の促進を
図っていく。

企業立地雇用課

88 3

あきた結婚支
援センターと
の連携による
結婚支援

あきた結婚支援
センター登録会
員数(秋田市民)

749人 950人 713人

センター主催イベントの周知を
行ったほか、「結婚サポーター
広域連携モデル事業」に参画
し、県内市町村のサポーターと
情報交換を行った。

75.0% Ｂ

あきた結婚支援センター
の会員登録料が高額なた
め、登録者数が伸び悩ん
でいる。

市主催の出会いイベント「シ
ングルズカフェ秋田」に通算
３回以上参加した方を対象
に、登録料の半額を補助す
る。

子ども総務課

①秋田市女性公
職参画率

32.7％ 50% 32.60% 65.2% Ｂ

②女性委員のい
ない審議会の数

１８ ０ 16 11.1% Ｃ

90 5
父親の育児参
加の啓発

情報提供回数 ６回 ６回 ２８回

親子のふれあい広場事業の中で
「イクメンパパ」による情報提
供と質問コーナーを設けたり、
「ハッピーホリディわくわくタ
イム」に父親の参加を促した。

466.6% Ｓ －

親子のふれあい広場事業の中
で「イクメンパパ」の情報提
供と質問コーナーの継続をす
る。「ハッピーホリディわく
わくタイム」も併せて参加者
を募集していく。

子ども
未来センター

91 6
両親学級【再
掲】

(事業アンケー
ト)
講座の平均理解
度

93.5％ 100% 子ども健康課

女性人材リストの充実を図る
ほか、引き続き改選期を迎え
る審議会等の所管課へ女性委
員登用促進を依頼する。ま
た、充て職により構成する審
議会等への要綱の改正等を働
きかける。

改選期を迎える審議会等を調査
し、所管課に対し、女性人材リ
ストを活用した女性委員の登用
促進を依頼した。

特定分野においては、委
員候補者となり得る女性
の専門家が少ない。ま
た、充て職により構成す
る審議会等が多く、その
役職者に女性が少ない。

男女共生意識
の啓発

4 生活総務課

施策3-4  次代の親の育成
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整
理
番
号

施
策
番
号

取組・事業 指標

25年度
末

実績値
（参考）

31年度末
目標値

（地域子ども・子
育て支援事業は各
年度の確保数）

28年度
末

実績値
28年度の取組状況

達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 29年度の取組予定 担当課

(ニーズ調査)
①認知度「名前
も内容も知って
いる」

16.1％ 50.0% － － －

(ニーズ調査)
①努力度「努力
している」

58.2％ 80.0% － － －

93 2
育児休業制度
等の周知およ
び啓発

(秋田市労働実
態調査)
育児休業制度規
定事業所率

- 86.0% 81.6%

育児・介護休業法の趣旨や国
の助成金の概要、男女雇用均等
月間などを、市ホームページや
パンフレットでＰＲした。（28
年度末実績値は、秋田県労働条
件等実態調査（28年度）によ
る。）

94.8% Ａ － － 企業立地雇用課

94 3
積極的に取り
組む企業の社
会的評価

入札参加者資格
審査における主
観点の加点

申請に
応じて
加点

申請に応じ
て加点

申請に
応じて
加点

くるみん認定企業について、申
請に応じて加点を行った。

100% Ｓ －
申請に応じて加点を行ってい
く。

子ども総務課

①秋田市女性公
職参画率

32.7％ 50%

②女性委員のい
ない審議会の数

１８ ０

引き続き市独自の企業認定・
表彰制度を実施するともに
新たに秋田市版イクボス宣言
プロジェクトに取り組む。

仕事と子育ての両立支援や子育
てにやさしい活動に取り組む企
業等の認定・表彰制度を創設し
た。また、市内企業等に対し、
子育て応援リーダー宣言～秋田
市版イクボス宣言～の普及を
図った。

　基本目標４　ワーク・ライフ・バランスの推進

1 子ども総務課

ワーク・ライ
フ・バランス
に関する広
報・啓発

4 生活総務課
男女共生意識
の啓発【再
掲】

企業等も含め、ワーク・
ライフ・バランスに関す
る理解を深める機会を増
やすこと。

施策4-1  ワーク・ライフ・バランスの推進
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整
理
番
号

施
策
番
号

取組・事業 指標

25年度
末

実績値
（参考）

31年度末
目標値

（地域子ども・子
育て支援事業は各
年度の確保数）

28年度
末

実績値
28年度の取組状況

達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 29年度の取組予定 担当課

96 1
子育てにやさ
しい施設の認
定

子育てにやさし
い施設認定施設
数

１１２
施設

１２０
施設

１３３
施設

「秋田市元気な子どものまちづ
くり企業認定・表彰制度」の認
定基準の一項目とし、市内企業
を中心にやさしい施設の周知を
行った。また、各種イベント等
でチラシを配布し、子育て家庭
に対する普及を図った。

110.8% Ａ

・子育て家庭が安心して
外出できる商業施設等の
把握をすること。
・事業の普及を図るた
め、継続して周知をする
こと。

「秋田市元気な子どものま
ちづくり企業認定・表彰制
度」の認定項目の一つとし
て、認定企業の募集とあわ
せ、市内企業を対象に周知を
行う。また、各種イベント等
でのチラシ配布やホームペー
ジのリニューアルにより、子
育て家庭に対する普及を図
る。

子ども総務課

97 2
地域保健・福
祉活動推進事
業

補助完了後の継
続事業数(児童
等に関する事
業)

１事業 ２事業 １事業

審査の結果、申請５事業（う
ち児童等に関する１事業）すべ
てを補助対象とし、民間団体の
行う福祉活動等の支援・促進を
図った。

また、児童等に関する１事業
について、補助完了後も事業を
継続していることを確認した。

50.0% Ｂ

・制度の周知・ＰＲによ
り、補助事業数をさらに
拡充すること。
・補助団体への指導助言
による事業定着・自立を
促すこと。

引き続き、制度の周知や補助
団体への指導助言による事業
定着・自立を促し、より多く
の事業・団体の支援に努め
る。

福祉総務課
地域福祉推進
室

98 3

地域子育て支
援ネットワー
ク事業【再
掲】

地域主導で事業
を推進している
地域数

５地域 ７地域
子ども
未来センター

99 4

在宅子育てサ
ポート事業
【再掲】(お
出かけプラ
ン)

委託先ＮＰＯ法
人数

４団体 ４団体 ５団体

わんぱくキッズのおでかけプラ
ン業務について、プロポーザル
方式により５法人を選定し、業
務を委託した。

125.0% Ｓ
目標は達成している。今
後は、事業内容の充実を
図っていく必要がある。

受託希望業者がそれぞれ、魅
力あるプランを企画提案でき
るよう、業者選定の方法・基
準を見直す。

子ども
未来センター

施策4-2  社会全体で子育て家庭を応援するしくみづくりの推進
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整
理
番
号

施
策
番
号

取組・事業 指標

25年度
末

実績値
（参考）

31年度末
目標値

（地域子ども・子
育て支援事業は各
年度の確保数）

28年度
末

実績値
28年度の取組状況

達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 29年度の取組予定 担当課

①自治活動助成
件数

1,004件 1,004件 1,002件
自治活動の活性化を図る町内会
等に対し、活動助成金を交付し
た。

99.8% Ａ

②電気料助成件
数

996件 996件 993件
防犯灯の電気料を負担する町内
会等に対し、電気料助成金を交
付した。

99.7% Ａ

③防犯灯設置件
数

29,072
件

30,272件
29,749

件
町内会等の申請に基づき、ＬＥ
Ｄ防犯灯を200灯新設した。

98.3% Ａ

101 2
防犯活動の推
進

支援団体数 ３団体 ３団体 ３団体
各防犯協会に対して活動費の交
付を行った。

100% Ａ －
各防犯協会に対して活動費の
交付を行う。

生活総務課

102 3
秋田市立小学
校警備事業

全市立小学校へ
の警備員の配置

全市立
小学校

全市立小学
校

全市立
小学校

全ての市立小学校で警備員１名
を配置し、校内における不審
者、不審物への対応を行った。

100% Ａ － 継続して実施する。 学事課

103 4
秋田っ子まも
るメールの配
信

メール配信のた
めの登録者数

19,114人 20,000人
23.764

人

小中学生の登下校時の安全を確
保するため、不審者に関する情
報などを、携帯電話やパソコン
にＥメールで周知した。

100% Ａ
児童生徒を守るため、継
続してツールのＰＲに努
める。

継続して実施する。 学事課

104 5
スクールガー
ド養成講習会
の実施

参加者数 １８６人 ２００人 148人

児童生徒の登下校時における交
通事故や犯罪の防止対策とし
て、学校安全に関するボラン
ティアや地域住民および保護者
等を対象にスクールガード養成
講習会を実施した。

74.0% Ｂ

講習会への参加者が減少
傾向にあることから、プ
ログラムの再編や開催日
の周知方法について検討
する。

継続して実施する。 学事課

105 6
通学時におけ
る安全確保と
適切な指導

安全対策委員会
の人数

8,152人 8,600人
６月集
計予定

小学校通学路における交通危険
箇所の解消を図るため、平成28
年8月末に夏の合同点検を実施
し、第2回協議会において、点検
結果及び交通危険箇所に係る今
後の対応について報告した。

－ －

継続して各校から交通危
険箇所の情報収集に努
め、対策必要箇所を洗い
出す。

継続して実施する。 学事課

106 7
被害を受けた
子どもへの対
応

学校における事
故発生時の対応
マニュアルの整
備・更新

100％ 100% 100%

全ての市立小・中学校におい
て、事故発生時の児童生徒への
迅速な注意喚起や緊急避難誘導
および学校への不審者が侵入す
るなどの緊急時に備えた対応マ
ニュアルが整備されている。

100% Ｓ

子どもと保護者に親身に
対応し、状況に応じて家
庭訪問を行い、心のケア
を図ること。

事故発生の連絡を受けた際、
子どものけがや被害状況を的
確に確認した上で、心のケア
に努める。
また、事故の再発防止や２次
被害防止を見据え、関係機関
との連携を図る。

学校教育課

1 生活総務課
まちあかり・
ふれあい推進
事業

町内会役員や会員の高齢
化等により、役員のなり
手がなく、町内会活動に
支障を来す町内会が今後
増加する恐れがある。

28年度同様、町内自治活動の
活性化を図る町内会や防犯灯
の電気料を負担する町内会に
対し、助成金を交付する。ま
た、町内会等の申請に基づ
き、防犯灯を200灯新設す
る。

施策5-1  子どもの安全確保

100

　基本目標５　安全・安心な生活環境の整備
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整
理
番
号

施
策
番
号

取組・事業 指標

25年度
末

実績値
（参考）

31年度末
目標値

（地域子ども・子
育て支援事業は各
年度の確保数）

28年度
末

実績値
28年度の取組状況

達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 29年度の取組予定 担当課

107 8
各種防災訓練
の拡充

放課後児童クラ
ブ等における防
災学習会の開催
回数

９回 ２０回 ２０回

児童を対象に次世代育成とし
て、放課後クラブおよび児童セ
ンター等へ、防災講話等を実施
し、防災に関する啓発を行っ
た。

100% Ｓ 目標を達成した。
引き続き児童を対象とした防
災学習を通して啓発活動に取
り組んでいく。

防災安全対策
課

108 9
交通安全教育
事業

交通安全教室実
施施設数

９８
施設

１００
施設

９６
施設

幼稚園・保育所を対象とした交
通安全教室を実施するとともに
交通安全指導者の指導力向上を
図る。

96.0% Ａ

幼稚園・保育所を対象と
した交通安全教室を周
知、実施することによ
り、交通マナー・モラル
の向上に努め、ひいては
交通事故の減少を図る。

幼稚園・保育所を対象とした
交通安全教室を実施するとと
もに交通安全指導者の指導力
向上を図る。

交通政策課

109 10
交通安全普
及・啓発事業

子どもの交通事
故死傷者数

５８人 ４８人 ５０人
季別毎の交通安全運動期間中の
ほか交通安全に関する広報・啓
発活動を実施する。

96.0% Ａ
子どもを交通事故から守
るため交通事故防止およ
び交通安全確保を図る。

季別毎の交通安全運動期間中
のほか交通安全に関する広
報・街頭キャンペーンによる
啓発活動を実施する。

交通政策課
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整
理
番
号

施
策
番
号

取組・事業 指標

25年度
末

実績値
（参考）

31年度末
目標値

（地域子ども・子
育て支援事業は各
年度の確保数）

28年度
末

実績値
28年度の取組状況

達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 29年度の取組予定 担当課

110 1
人にやさしい
歩道づくり事
業

歩道整備延長
11,460

ｍ
(累計)

16,080ｍ
(累計)

12,328m
市道鉄砲町菅野線歩道改良工事
として歩道延長L=382ｍを実施し
た。

76.7% Ｂ
国の社会資本整備総合交
付金事業の継続的な予算
確保が必要である。

市道鉄砲町菅野線歩道改良工
事として歩道延長L=575ｍを
実施予定である。

道路建設課

111 2
公園のバリア
フリー化

園路・広場のバ
リアフリー化

１０９
箇所

(累計)

１２５箇所
(累計)

127箇所
御野場南部街区公園ほか５公園
についてバリアフリー化した。

101.6% Ａ
計画的な公園の再整備を
行うため、継続的に財源
を確保する必要がある。

保戸野桜町街区公園ほか５公
園について、園路等の改修を
行い、バリアフリー化を実施
する。

公園課

112 3
公園遊具施設
長寿命化等整
備事業

遊具更新・予防
修繕基数

遊具287
基

予防302
基

(累計)

遊具213基
予防295基
(累計)

遊具354
基

予防388
基

(累計)

遊具更新については、川尻西街
区公園ほか5公園の8基、予防修
繕については、茨島二丁目第一
児童遊園地ほか20公園の28基で
実施した。

146.1% Ａ

目標値は達成しているも
のの、今後も遊具の老朽
化への対応は必要である
ことから、更新費用の確
保と予防修繕によるライ
フサイクルコストの低減
を図る必要がある。

遊具更新については、保戸野
千代田町街区公園ほか4公園
の13基、予防修繕について
は、牛島兎谷地第三児童遊園
地ほか22公園の35基で実施す
る。

公園課

113 4

土崎駅、新屋
駅、市立病
院・山王官公
庁周辺地区の
バリアフリー
化

公共施設等のバ
リアフリー化の
推進

重点整
備地区
３地区

重点整備地
区

３地区

重点整
備地区
２地区

 ｢秋田市バリアフリー基本構想｣
に位置づけた重点整備地区にお
ける特定事業等の進捗状況を秋
田市バリアフリー協議会におい
て確認した。

88.2% Ａ
事業実施者および関係事
業者との調整

 秋田市バリアフリー協議会
を開催し、同基本構想に位置
づけた重点整備地区における
特定事業等の進捗状況を確認
する。

都市計画課

114 5
既設市営住宅
建替事業

既設市営住宅の
建替整備戸数

２６０
戸

(累計)

３００戸
(累計)

１８戸
（累計
２９６
戸）

 高梨台市営住宅第２期建替事業
として、４棟
１８戸整備した。（旧住宅５棟
２０戸を解体）

98.6% Ａ

高梨台市営住宅を平成30
年度までの４か年で整備
することから、現入居者
の移転を円滑に行うとと
もに、建替事業が計画ど
おり
進められるよう関係課所
室と連携を図る。

 引き続き高梨台市営住宅建
替事業（第３期）を行い、高
齢者が安全・安心して居住で
きるよう、バリアフリーなど
に配慮した整備を実施する。

住宅整備課

115 6
市営住宅優先
入居制度

子育て世帯向け
住戸の整備戸数

３０戸
(累計)

３５戸
(累計)

30戸
（累
計）

 新屋比内町市営住宅において、
子育て世帯向け
住宅の空き戸が、３戸発生した
ことから、優先入居（小学生以
下の子どもを有する３人以上の
世帯）の募集をした結果、３件
の申込みがあり、３件とも入居
資格に該当したことから、入居
となった。

適正な
処理

Ａ

 現在、子育て世帯向け
の市営住宅が新屋比内町
に30戸あるが、平成29年
度末に高梨台市営住宅に
２棟10戸の子育て世帯向
け住宅を整備する予定で
あることから、計画どお
り完成できるよう関係課
所室と連携を図り、子育
て世帯向け住宅の確保に
努める必要がある。

 子育て世帯に対する優先入
居制度等優先措置を継続し、
子育て世帯への支援を図る。

住宅整備課

116 7
子育てにやさ
しい施設の認
定【再掲】

子育てにやさし
い施設認定施設
数

１１２
施設

１２０
施設

子ども総務課

施策5-2  子育てを支援する生活環境の整備
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整
理
番
号

施
策
番
号

取組・事業 指標

25年度
末

実績値
（参考）

31年度末
目標値

（地域子ども・子
育て支援事業は各
年度の確保数）

28年度
末

実績値
28年度の取組状況

達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 29年度の取組予定 担当課

117 1

子どもを守る
地域ネット
ワーク強化事
業(要保護児
童対策地域協
議会)

個別ケース検討
会議開催回数

１１回 １５回 ９回
関係機関と連携し、早期に適切
な支援につなげた。

60.0% Ｂ 関係機関との日程調整
引き続き連携強化を図ってい
く。

子ども
未来センター

118 2 児童家庭相談 相談件数 4,199件 4,400件 6,657件
相談窓口の周知に努め、適切か
つ丁寧に対応することにより、
相談の継続につなげた。

151.2% Ｓ
相談窓口の周知と、相談
員の対応力の向上のため
の研修会の確保。

ＳＮＳ等の利用や街頭キャン
ペーンなど引き続き相談窓口
の周知に努めるとともに、相
談員研修会も実施していく。

子ども
未来センター

119 3
養育支援訪問
事業【再掲】

訪問人数 １１人 １５人
子ども
未来センター

120 4
乳児家庭全戸
訪問事業【再
掲】

対象者数 2,237人 1,770人 子ども健康課

　基本目標６　子ども・若者と家庭へのきめ細かな支援

施策6-1  児童虐待防止対策の充実
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整
理
番
号

施
策
番
号

取組・事業 指標

25年度
末

実績値
（参考）

31年度末
目標値

（地域子ども・子
育て支援事業は各
年度の確保数）

28年度
末

実績値
28年度の取組状況

達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 29年度の取組予定 担当課

①就業支援講習
会受講者数

４８人 ４８人 60人

就職・転職に役立つ就業支援講
習会の開催について業務委託し
た。講習会の開催について、広
報誌やホームページ等で周知を
図った。

125.0% Ｓ

就職・転職に役立つ就業支援
講習会の開催について業務委
託する。講習会の開催につい
て、広く広報活動をする。

②自立支援教育
訓練給付金受給
者数

４人 ４人 0人

対象者３人に対して指定を行っ
たが、実際に講座が終了し、給
付金を交付するのが翌年度以降
となるため、実績値は０人で
あった。

0.0% Ｃ

ひとり親家庭の親の就労支援
として、民間で行っている講
座を受講した際の受講料を補
助するための自立支援教育訓
練等給付金を支給する。

③高等職業訓練
促進給付金受給
者数

８人 ８人 9人

ひとり親家庭の親の就労支援と
して、安定的に増収が見込める
資格の取得を支援するため、高
等職業訓練促進給付金を支給し
た。

112.5% Ｓ

ひとり親家庭の親の就労支援
として、安定的に増収が見込
める資格の取得を支援するた
め、高等職業訓練促進給付金
を支給する。

122 2
母子父子寡婦
福祉資金貸付
事業

貸付件数 ５３件 ５３件 １５件

新学期に需要が見込まれる就学
支度資金及び修学資金につい
て、広報あきた等で事業のＰＲ
を行った。また、新規にチラシ
を作成し、窓口にて周知を図っ
たほか、貸付決定までの時間を
短縮した。

28.3% Ｃ
福祉貸付事業が十分に周
知されていない

これまで申請を受け付けな
かった修学旅行や一時立替え
払いをしたものなども広く受
付する

子ども総務課

123 3
児童扶養手当
支給事業

申請に基づき支
給

申請に
基づき
支給

(2,993
人)

申請に基づ
き支給

2,865人 申請に基づき支給 100% Ｓ 申請に基づき支給 申請に基づき支給 子ども総務課

必要な家庭に必要な情報
が届くように、既存の方
法以外の周知方法につい
て引き続き検討するこ
と。

1 子ども総務課
ひとり親家庭
自立支援事業

121

施策6-2  ひとり親家庭の自立支援の推進
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整
理
番
号

施
策
番
号

取組・事業 指標

25年度
末

実績値
（参考）

31年度末
目標値

（地域子ども・子
育て支援事業は各
年度の確保数）

28年度
末

実績値
28年度の取組状況

達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 29年度の取組予定 担当課

124 1
障がい児通所
支援

利用希望者に対
するサービス提
供率

100％ 100% 100.0%

児童発達支援などの障害児通所
支援サービスについて、全ての
利用希望者に対してサービス支
給決定を実施しました。

100% Ｓ

放課後等デイサービスに
ついては、事業所の増加
に伴い利用者も増えてい
ることから、利用者ひと
り一人の特性に応じて必
要な支援を行うよう、事
業所に対して働きかけて
いく必要がある。

全ての障がいのある児童が、
日常生活における基本的な動
作の指導や集団生活への適応
訓練など、必要な支援を受け
ることができるよう、引き続
きサービスの提供に努めてい
きます。

障がい福祉課

125 2

日中一時支援
事業(放課後
支援型・短期
入所型)

利用希望申請に
対する可否決定
率

100％ 100% 100.0%

日中一時支援事業に係る利用希
望申請については、受入れ可能
な児童数に応じた、可否決定を
実施しました。

100% Ｓ
短期入所型では、特定の
事業所に利用者が偏る傾
向にある。

サービスの利用希望者に応じ
た受入れが可能となるよう、
事業所に働きかけていきま
す。

障がい福祉課

126 3

障害者総合支
援法における
障害福祉サー
ビスの提供

利用申請に対す
る提供率

100％ 100% 100

障害福祉サービスおよび地域生
活支援事業サービスともに、全
ての利用希望者に対してサービ
ス支給決定を実施しました。

100% Ｓ

障がい児を支援するため
のサービス提供に努める
ほか、介護者を支援する
サービスの提供について
も充実させる。

全ての障がいのある児童が、
日常生活における基本的な動
作の指導や集団生活への適応
訓練など、必要な支援を受け
ることができるよう、引き続
きサービスの提供に努めてい
きます。

障がい福祉課

127 4
各種サービス
の情報提供

サービス情報提
供不足に関する
クレーム、要望
数

０件 ０件 ０件

新規に開設したサービス事業所
については、適時にホームペー
ジに掲載するなど、サービスに
係る情報提供に努めました。

100% Ｓ

ホームページなどの電子
媒体の活用や「障がい者
のためのくらしのしお
り」などの紙媒体につい
ても内容を充実させてい
く必要がある。

引き続き最新の情報を提供す
るようホームペーの更新に努
めていきます。

障がい福祉課

128 5
障がい児等療
育支援事業

障がい児の療育
に係る相談に対
する対応率

100％ 100% － 事業は終了している。 － － － － 障がい福祉課

129 6
公立保育所障
がい児保育事
業

受入児童数 ２６人 １４人 ７人
障害のある児童がいる保育所に
臨時保育士を配置し、障がい児
の受入れを推進した。

50.0% Ｂ

受入れ状況に応じて保育
士を雇用しなければなら
ないが、保育士が不足し
ており、保育士の確保が
難しくなっている。

引き続き臨時保育士を配置
し、保育を必要とする障がい
児の受入れの拡大を図る。

子ども育成課

130 7
私立保育所等
障がい児保育
事業

受入施設数
２４
施設

４２
施設

３４
施設

市立保育所３４施設、児童数６
１人を対象に補助金を交付し
た。

80.9% Ａ

受入施設の保育士の確保
が困難かつ保育士の雇用
に伴う財政的な負担もあ
ることから、受入れが難
しい環境となっている。

保育士の安定確保や受入施設
への補助金単価や療育支援加
算等の支援状況を考慮しなが
ら受入れしやすい環境整備を
図る。

子ども育成課

施策6-3  障がい児等に対する支援の充実
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理
番
号

施
策
番
号

取組・事業 指標

25年度
末

実績値
（参考）

31年度末
目標値

（地域子ども・子
育て支援事業は各
年度の確保数）

28年度
末

実績値
28年度の取組状況

達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 29年度の取組予定 担当課

131 8
保育士サポー
ト研修

開催回数 ８回 ６回 ８回

障がいや発達上の課題が見られ
る子どもへの対応について、民
間保育所との連携による研修会
を８回実施した。

133.3% Ｓ －

引き続き関係機関や民間保育
所との連携による研修会を８
回実施し、保育士の資質向上
を図る。

子ども育成課

132 9
放課後児童健
全育成事業
【再掲】

障がい児受入ク
ラブ数

１２
クラブ

３９
クラブ

１２
クラブ

36の放課後児童クラブのうち、
12のクラブにおいて障がい児を
受け入れた。

30.8% Ｃ

障害児を受け入れるた
め、専門的知識を有する
支援員等の人材を確保す
る。

専門的知識を有する支援員等
の配置が可能な放課後児童ク
ラブにおいて、障がい児を受
け入れる。

子ども育成課

133 10
小・中学校就
学奨励事業

申請に基づき支
給

申請に
基づき
支給

(3,604
人)

申請に基づ
き支給

申請に
基づき
支給

(3,707
人)

認定となった小学生2,339人、中
学生1,368人の保護者に対し、就
学援助費等を支給した。

100% Ａ －
認定となった小中学生の保護
者へ就学援助費等を支給す
る。

学事課

134 11
小・中学校特
別支援学級新
設経費

新設される特別
支援学級に基づ
く備品購入率

100％ 100% 100%

特別支援学級が新設された小・
中学校（小学校：9校、中学校：
10校）に指導上必要な教材備品
を購入した。

100% Ａ －

新設される特別支援学級にお
いて、児童の障がいに適応し
た教育を行うために必要な備
品を購入する。

学事課

①学校行事等支
援サポーター数

延べ
185人

延べ190人
延べ
187人

98.4% Ａ

②学級生活支援
サポーター数

延べ
121人

延べ130人
延べ
150人

115.4% Ｓ

③日本語指導支
援サポーター数

延べ
18人

延べ20人
延べ
26人

130.0% Ｓ

136 13
すこやか障が
い児療育支援
事業

助成申請に対す
る可否決定率

100％ 100% 100%

児童発達支援の利用者からの全
ての助成申請について、一定の
所得条件に応じた可否決定を実
施しました。

100% Ｓ

今後も、児童発達支援事
業所にすこやか療育支援
事業の周知を図ること
で、対象者からの申請に
遺漏がないように努めて
いく。

申請に漏れが生じないよう
に、「障がい者のためのくら
しのしおり」や「市民便利
帳」に事業を掲載するなどの
周知に努める。

障がい福祉課

12 学校教育課
特別支援教育
推進事業

学級生活支援サポーター、日本
語指導支援サポーター共に延べ
派遣人数を増やし、指導、支援
の充実を図った。
しかし、学校が必要とする全て
の支援に対する対応は、十分と
は言えない状況である。

特別な支援を必要とする
児童生徒への指導・支援
について、全職員の共通
理解を図ること。

135

①は延べ228人、②は162人、
③は25人を派遣し、支援の充
実を図る。
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番
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施
策
番
号

取組・事業 指標

25年度
末

実績値
（参考）

31年度末
目標値

（地域子ども・子
育て支援事業は各
年度の確保数）

28年度
末

実績値
28年度の取組状況

達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 29年度の取組予定 担当課

不登校児童生徒
への適切な支援
①適応指導教室

適切な
環境整

備

適切な環境
整備

適切な
環境整

備

適切な
環境整

備

不登校児童生徒
への適切な支援
②フレッシュフ
レンド派遣

適切な
派遣

適切な派遣
適切な
派遣

適切な
派遣

138 2
若者自立支援
事業

職業体験提供事
業所数(新規)

-
１０

事業所
２０

事業所

社会参加に困難を有する若者の
自立支援を推進するため、県の
「地域若者サポートステーショ
ン事業」と連携し、職業体験提
供事業所の開拓等に取り組ん
だ。

200.0% Ｓ

社会参加に困難を有する
子どもをどう支援に繋げ
るか、就労者を増やすか
が課題である。

新たに「若者のための仕事
塾」を開催し、一人ひとりの
課題克服のためのプログラム
に合わせたきめ細やかな支援
を行う。
実施にあたっては、困難を有
する若者が一人でも多く参加
できるよう関係機関に周知を
依頼する。
また、継続的な伴走型支援が
できるようボランティア養成
講座を開催する。

子ども総務課

一人一人に応じた相談活動や適
応指導を実施するとともに、集
団活動などを通して、学校や社
会生活に適応する力をはぐくん
だ。
また、フレッシュフレンドの派
遣により、対象児童生徒の心の
安定を図るとともに、学校生活
に復帰できるよう支援・援助し
た。

Ｓ

すくうる・みらいやフ
レッシュフレンドについ
て、保護者や教員が積極
的に活用できるよう、働
きかけること。

137

施策6-4  社会参加に困難を有する子ども・若者への支援

1 学校教育課

適応指導セン
ター「すくう
る・みらい」
運営事業

一人ひとりの状況に応じた支
援の充実を図るとともに、家
庭・関係機関との連携の推進
に努める。
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整
理
番
号

施
策
番
号

取組・事業 指標

25年度
末

実績値
（参考）

31年度末
目標値

（地域子ども・子
育て支援事業は各
年度の確保数）

28年度
末

実績値
28年度の取組状況

達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 29年度の取組予定 担当課

139 1
乳幼児・小学
生の医療費助
成

申請に基づき支
給

申請に
基づき
支給

(22,009
人)

申請に基づ
き支給

申請に
基づき
支給

(22,159
人)

平成２８年８月から助成対象を
中学生までに拡充し、申請に基
づき支給

100% Ｓ
申請漏れが生じないよ
う、引き続き周知に努め
る。

申請に基づき支給する。 子ども総務課

140 2
特定不妊治療
費助成事業

助成者数

申請に
基づき
給付
(延べ
436人)

申請に基づ
き支給

申請に
基づき
給付
(延べ
316人)

・平成28年度からの制度改正に
ついて、医療機関と連携し、対
象者への周知を行った。
・申請者に対し、助成を行っ
た。

100% Ｓ 事業の周知を図る。
引き続き、医療機関等を通じ
て事業の周知を図る。

子ども健康課

141 3
母子父子寡婦
福祉資金貸付
事業【再掲】

貸付件数 ５３件 ５３件 子ども総務課

142 4
児童扶養手当
支給事業【再
掲】

申請に基づき支
給

申請に
基づき
支給

(2,993
人)

申請に基づ
き支給

子ども総務課

143 5
認定等保育施
設保育料助成
事業

適正な補助
適正な
補助

適正な補助

補助金
交付

（7,775
千円）

８施設の入所児童163人に対し保
育料助成を行った。

100% Ｓ － 適正に補助金を交付する。 子ども育成課

144 6
すこやか子育
て支援事業

(ニーズ調査)
保育料の設定に
満足している割
合

52.4％ 65.0% － ニーズ調査未実施 － － － － 子ども育成課

145 7
幼稚園就園奨
励事業

適正な補助
適正な
補助

適正な補助

補助金
交付

(188,17
3千円)

 制度改正に応じ適正に補助金を
交付した。

100% Ｓ ・マイナンバーへの対応 ・適正に補助金を交付する。 子ども育成課

146 8
幼稚園預かり
保育料助成事
業

適正な補助
適正な
補助

適正な補助

補助金
交付

(8,209
千円)

 適正に補助金を交付した。 100% Ｓ ・マイナンバーへの対応 ・適正に補助金を交付する。 子ども育成課

147 9
修学一時資金
緊急支援金交
付事業

支援金交付者数 １９人 ２０人 １６人

ホームページで事業のＰＲを
行った。また、秋田市社会福祉
協議会や子ども総務課に申請書
等の配布を依頼した。

80.0% Ａ
事業の普及を図るため、
継続して周知をするこ
と。

引き続き事業の広報に努める
とともに、関係機関にも協力
を求めていく。

福祉総務課

施策6-5  子育てに係る経済的支援の充実
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番
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取組・事業 指標

25年度
末

実績値
（参考）

31年度末
目標値

（地域子ども・子
育て支援事業は各
年度の確保数）

28年度
末

実績値
28年度の取組状況

達成率
(％)

評価 目標達成に向けた課題 29年度の取組予定 担当課

148 10

ファミリー・
サポート・セ
ンター利用料
助成事業

助成金申請率
(申請件数/助成
対象件数)

85.0％ 90.0% 89.80%
利用者の経済的負担を軽減する
ため、利用料の半額を助成し
た。

99.7% Ａ

目標は達成まであとわず
かであったが、、引き続
き、事業の周知に努めて
いく。

引き続き、事業の周知を行
い、その利用の促進に努めて
いく。

子ども
未来センター

149 11
児童手当支給
事業

認定請求に基づ
き支給

認定請
求に基
づき支

給
(21,894

人)

認定請求に
基づき支給

20,865
人

認定請求に基づき支給 100% Ｓ － 認定請求に基づき支給する。 子ども総務課
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